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我国の人工林面積は 1,022万協で、蓄積は 13億 6千万ブである。

このうち、スギ林は面積 4,509千物、蓄積798,830千〃であり、総人工林に対する割合は、面積で

44.8%、 蓄積で59.0%と なっている。このスギ休は戦後値林されたものが多く、全国的に本格的な

伐採期を迎えつつあり、スギ材の供給可能地の広が りとともに、流通範囲の広域化により産地間にお

ける販売競争の激化が予想されている。

岐阜県においても、同様に戦後植栽されたスギ資源が次第に成熱の度を深めつつあり、特に郡上郡

においては、人工林の約58%を スギ林で占め、県下でもスギ資源の割合が多 く、本格的な伐採期を迎

えている地域である。

※ 現 林政部林業振興課

- 7 3 -



そこで、この地域のスギの販売力を高め、地域林業を活性化するためには、スギを基軸とした産地

化を形成する必要がある。そのため、郡上部のスギ材の生産から流通加工及び需要に至る現状を調査

分析し、問題の摘出と産地化の方策を検討した。この調査は県単事業で実施 し、昭和 62年 度は資源、

流通状況について永井が、昭和 68年 度は産直住宅の現状について平岡が主に担当し、全体の取 りま
とめは平岡わ普子ったものである。

なお、調査にあたり、検討をいただいた各調査委員、及び協力された県森連岐阜共販所並びに、郡
上県事務所林務課等関係各位の皆様に深く謝意を表する次第である。

1  調   査   方  法

1.1 調 査組織

調査結果の分析、問題の摘出並びに試験研究の方向づけ等の検討を行 うため、調査委員会を編成し

調査検討会を開催 した。

調査委員会メンパー

県職員 :林業センター場長,同 育林研究部長,同 体産研究部長,同 製材機械科長,

郡上県事務所技術主幹兼林務課長,同 普及企画係長,同 普及指導係長

町村職員 :高鷲村,美 並村役場の担当課長

森林組合 :八幡町,大 和町,明 方村,和 良村の各森林組合代表

林業研究グループ :白鳥町,高 鷲村,明 方村のグループ代表

林業経営者協会 :八幡町,大 和町,美 並村,岐 阜市の会員代表

製材建築関係者 :八幡町,大 和町,自 鳥町,美 並村の代表
1.2 調 査方法、調査場所及び調査対象等

(D ス ギ林の現況資源、分期別伐採予測及び資源の推移については、岐阜県が保有する森林資源デ
ータを用いて電算処理した。

② 素 材生産から流通加工の状況については、郡止都内の山林所有者、素材生産業者及び製材業者
を抽出調査したほか、郡上郡の全森林組合の活動状況を調査した。

③ ス ギ材の流通調査は、 「原木流通解析システム」を新たに開発し、県森連岐阜共販所のデータ

を基に電算処理 した。

また、岐阜市、各務原市の原木市売市場において、郡上部から出荷されるスギ材の流通状況を調査
した。

④ 産 直住宅については、県下の 24の 産直住宅団体事務局及び各団体から抽出した構成員の活動

状況を調査した。

2  調   査  結  果

2.1 森 林資源の概況

県下及び郡上郡の人工林率を表-1↓痢 。岐阜県の人工林率は 41.1%で あり、人工林のうちスギ

林が36.9%、 ヒノキ林が 54.6%を 占めている。また、図-1に 示すように、齢級別資源構成をみる
と、スギ林は6～ 8齢級でヒノキ林を上廻っているものの、 1～ 3齢 級ではスギ林よリヒノキ林が多
く、東濃 ヒノキに代表されるようにヒノキの造林が特徴的に多 くなってぃる。
上方、郡上郡は民有林が 90,659施 を占めているが、人工休率は50.6%で 、このうち52,7%が ス

ギ林で占めている。これを県下の平均 と比べてみると、人工林率で約 10%、 スギ林に限ってみると

約 16%上 廻っており、スギ資源が豊富なことを示している。
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表-1 人 工 林 率 一 覧 表

区 分 民有林面偏 人工 林
物

人 工 林 中

スギ林率 ∽ ヒノキ林率 そ の

県 下 690,388 41.1 36.9 54.6 8.5

郡
　
　
上
　
　
部

′(幡  町 22,215 59.9 46.1 51.7 2.2

大 和  町 18,784 54.5 52.9 46.1

自 鳥  町 16.275 3■ 7 84.8 13.4 1.8

高 鷲 村 7.786 40.4 84,9 8.6

美 並 村 ■025 48.2 25,5 73.0 1.5

明 方  村 14,279 508 55.1 40.3 4.6

和 良  村 9,295 55.6 26.2 73.5 0.3

郡 上 郡 計 90,659 50.6 52.7 44.9

昭和 59年度 郡上郡林業統計書
森林資源構成表
地域森林計画対象森林

□ すぎ
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昭和 60仰 度 岐 阜県体業統計書

図-1  県 下のスギ, ヒノキの齢級別資源構成 (人工休面積 )

また、郡止郡北部の積雪深 1物を超える自鳥町、高鷲村の多雪地帯では、スギ林が 85%と 多いの

に対し、郡南部の和良村、美並村では 73%が ヒノキ林である。

さらに、齢級別にみると4齢級以上ではスギ林が多いのに対し、 1～ 3齢級ではヒノキ林が多く、

最近はヒノキの造林が多 くなっている。

スギ林の現況

人エスギ林の資源状況を表-2に 示す。郡上部のスギ林は面積 24,312物、蓄積量 と,760千〃 であ

り、県下のスギ林に対し面積で23.1%、 蓄積で239%を 占めている。 1脇 当りの蓄積量は195.8〃

であり、県平均を6.1〃 も上廻っている。また、 7齢級以下の除間伐対象森林面積は約 2方協存し、

全体の 82%も 占め、今後郡上郡のスギ林は除間伐の対応と引続 く主伐に対する取組に迫られている

状況にある。
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2,3 分 期別予測

郡上部のスギ資源の推移及び伐採量を把握するため、森林計画における伐採及び造林に関する計画

量算出手法を応用し、電算処理を行 った。

2.3.1分 期別スギ資源予測

表-3は スギ林を対象とし、分期別に面積、蓄積の推移を試算したものである。

この結果、昭和 62年 から平成 3年 までの第 1分期における1施当りの蓄積は193〃であるが、第

2分期には 1.18倍の 227〃 となり、第 3分期には259〃 、対第 1分期 1.34倍、 第 4分期には288

ブ、対第 1分期 1.49倍 に なり、資源が急速に成熟の度を深めると予測される。

2.3.2分 期別伐採材積予測

分期ごとの伐採量を予allした結果を表-4に 示す。伐採財積は第 1分期は537千〃であるが、第 2

分期には543千〃、第 3分期には554千〃、第4分期には595千″と累増していく。

また、伐採種別では、皆伐が年々増加するのに対し、間伐は齢級構成を反映し面積、材積とも漸成

すると予測 される。

表-4  郡 上スギ 分 期別伐採材積取 りまとめ表

区  分
第 1 分 期 第 2 分 期 第 3 分 期 第 4 分 期

面積 施 材積 〃 面 積 施 材積 〃 面 積 施 材積 〃 面 積 施 材積 〃

皆  伐 696 312,000 787 387,000 944 896ョ000 1,131 477.000

非皆伐 1,500 28,000 1,側0 34,ooo 1,500 39,000 1,500 47.000

間  伐 19,840 197.000 19,088 172,000 17.398 119,000 14,478 71,000

討 22,086 537,000 21.375 543,000 19,842 554,000 1■109 595,000

昭和62年 電算処理

2.4素 材生産の動向

最近 5ケ年の郡上郡における素材生産の動向を表-5に 示す。民有林の年平均素材生産量は、約

54,500〃で、このうち、針集樹の生産割合が52.6%、広集樹 47.4%と なっている。また、民有林の

昭和57年 の生産量を100とすると、昭和61年には広菓樹の生産量は127.4%と 大きく増加している

ものの、針葉樹は 74,0%と 急成しており、針実樹の不伐化傾向を示している。
一方、スギ林の生産量の推移を、本材市場の聞き取 り及び各種の資料から推定すると、年平均は約

表- 5  郡 上 郡 の素 材生 産 の推 移

スギ材は木材市場での聞き取 り等各種資料から推定

57

59

広葉樹1 計 十子髪野身

19,720 1 59,224

郡上部林業統計書 昭和61年 度
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20,000プ程度であるが、昭和 57年 に26ョ000〃生産されたのに対し、昭和 61年 には 15,900グ と急

成し、特に良質大径材の生産は資源的制約 もあって成少が著しく、スギ材についても不伐化傾向を示

している。

2.5 森 林所有者の動向

森林所有者の伐期齢の考え方について調査した結果を表-6に 示す。従来は50～ 60年伐期とする

森林所有者が66.6%、 80年 伐期が o.1%で あつたが、今後は50～ 60年伐期とする所有者が 30,3

%に 半成し、80年以上の長伐期とする所有者が 30.4%と 著しく多くなり、長伐期経営の傾向を示し

ている。

表-6  森
林所有者の伐期齢の考 え方

伐期齢
従 来 の 伐 期 齢 今 後 の 伐 期 齢

40在干 50年 60年 70年 RnttEじ,ト 40年 50年 60年 70年
△ 15.2 30.3 86.3 12.1 21.2 24.2 18。2 30.4

表- 7 木 材の販 売 動機 表-8 素財生産業者の推移

企業数

()は 森林組合で内数

岐阜県木材産業名鑑記載分

また、表-7は 、木財の販売動機を調査した結果である。毎年、または2～ 8年毎に一定量の販売

を行っている森林所有者の割合は約 30%で あり、70%近 い森林所有者は、財産保持的な考え方が強

く、積極的な生産活動を行っていない。

2.6 素 材生産業者の動向

素材生産業者の推移を表-8に 示す。本材業者は、昭和 56年 に 106企業であったものが、昭和 61

年は66企業と88%の 大幅な減少をしているのに対し、製材業、チッ業 者は横ばいとなっている。

2.7 木 材の流通

2。7.1木 材の出荷先

表-9に 木財の出荷先別の

出荷者の割合を示す。スギの

場合、出荷者の 85%は 県内

向けに丸太のままで出荷して

いるが、このうち郡内向けに

は 14.3%の 出荷者がいるに

すぎない。

また、県森連岐阜共販所への出荷者はスギで28.6%、 ヒノキで 15.6%い るが、ほぼ半数の出荷者

はこれ以外の県内市場へ も出荷 している。
一方、郡上郡の森林組合は、昭和61年 に約 7.000プの素材を生産しているが、そのうち64%に あ

たる4,500〃がスギ材であった。なお、スギ材の約 65%の 2,900プが県森連岐阜共販所に出荷され

１

　
２

　
３

表-9  木
材の出荷先別の出荷者割合

    %

区 分 郡  肉 1僑強 1県内市場 県外市場 そ の 他

ス ギ 1 4 . 3 1 2 8 . ` 1 4 2 . 8 9.5 4.8

ヒノキ 10.4 15.6 58。4 10.4

出荷者の複数回答

毎年一定量ずつ継続 して販売

家計の都合で 2～ 3年 に一定量販売

間伐材の販売程度

林道 ・作業道の支障木販売程度

最近 5ケ 年間はす度 も販売していない

年 本財業 製材業 チ ップ業

56 106④ 46(D 12

6 6 ⑤ 45(D
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たが、良質な割柱材、柱用材等については一部県内外の原本市売市場へ出荷している。

また、素材生産業者の生産する素材の約 30%が スギ材であるが、比較的径級の太い良質材の生産

に力を注ぎ、間伐材の生産は手控える傾向が強い。

生産されたスギ材は、かっては美山町のスギ板材製材業者との直需があったが、最近は地元製財業

者への納財のほかは、約 80%の 素材が岐阜市、各務原市を中心とした郡外の原本市売市場へ出荷さ

れている。
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生産された素材をどこに出荷するかの選択

について調査すると、各出荷者とも

① 従来からの顧客関係や市場の出荷要請

② 市場特性や買方の特徴

③ 資金回転や円滑にするため複数市場ヘ

の出荷

④ 輸送コスト、便利性

等を総合的に判断して出荷している。

2.7.2ス ギ材の流通

県森運岐阜共販所において、昭和61年 9

月から昭和 62年 9月までの 1年間に取扱っ

た総材積は 20,547〃であった。このうちス

ギ材が 11,955〃で全体の58.2%を 占めてい

た。また、郡上郡からスギ材は 10,397〃出

荷されており、これは共販所が取扱 ったスギ

材の87.0%に相当し、共販所における郡上ス

ギの占める割合が大きいことを示している。

表-10は 、スギの材長、径級別出荷量であ

る。長さ3″ 、径 14～ 18物の柱材の出荷量

が最 も多 く、材積で 26.1%、 金額で約 24%

を占めている。次いで、長さ4″ 、径 20～

24物の昭が材積で 17.7%で あり、中目材が

大部分を占めている。

次に町村別出荷量を表-11に 示す。明方

村が最 も多く出荷してお り、43.1%を 占め、

次いで八幡町 28.0%、 大和町 1■1%と なっ

ている。

1〃当り平均単価は 20,698円であるが、

明方村は間伐材が多いため、18,825円と郡

平均単価より10%近 く下廻っている。

表-12は 購入者を地域別に示したもの

である。美山町の板材製材業者や、岐阜地

区のスギ柱昭専門の製材業者を中心に、全

体の 70.9%が 県内の業者が購入し、次い

で三重県が 16.8%、 奈良県が■9%で あ

るが、愛知県へはわずか 2.4%購 入されて

いるにすぎず、郡上スギは主に県内で並材

として利用されている状況である。

2.8 製 材工場の現状

2.8。1製 材工場の概要

県下および郡上郡の製材工場の概要を表
-13に 示す。郡上郡の製材工場は、規模

が小さく建築兼業を主体 とする工場形態が

1.昭 和 61年 6月～昭和 62年 2月まで
2.県 森連岐阜共販所実績

表-12 郡 上スギ材の買方地区別実績

昭和61年 6月 ～昭和62年 2月 まで
県森連岐阜共販所実績

表- 1 3  製
材 工 場 の 概 要

県下は木材需給報告書
郡上郡は、郡上郡林業統計書

表-11 郡 上スギ材の町

区 分
材 積 出 荷 額

蜘
数 量 比 率 金 額 比 率

八 幡 町 1 ,拠9 28.0 33,267 鶴 .3 2と,660

大和町 825 17.1 14,639 14.7 1■744

自 鳥 町 389 8.1 9,502 9,5 24,427

高鷲 村 1 , 6硝 21,816

美 並 村 0,4 354 0.4 17,700

明 方村 2,082 39,194 89.2 18,825

和 良 村 82 1,212 14,780

計 4,823 100.0 99,826 100.0 20,698

区  分
材  積 金 額

数 量 比 率 金 額 比 率

県  内 3,4拠 70.9 65,380 65.6

二  重 809 16.8 16,118

奈  良 379 7 9 9,629

愛  知 115 2 4 2,327

福  井 6.372

計 4, 823 100 0 99,826 100,0

区

分 年
動友 規模別工場数 抄

動力数
籾
蜘総 数 2.駄輛 2.5蹴

県

　

　

下

57 222 751 48.ど

58 951 228 728 48.4

59 723 48.6

715 49.1

888 188 700

郡

上

郡

5 7 50 41 52.5 5。8

5 8 52 42 6.8

50 40 47.4

49 89

44 8 36 50.8 6.5
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多 く、郡上郡全域に分散しており、スギ材製材を専門とする工場はない。

郡上郡の製材工場数は、昭和57年 に50工場であったものが昭和 61年 には44工場となり、5年 間

に6工 場、 12%の 減少をみた。この間、県下では973工場から888工場と85工場、8.7%の 成少で

あり、郡上部の減少率が著しい。
一工場当 りの動力数を昭和57年 と昭和 61年 を比較すると、県下では48`4臨 から50.3 kwと 1.9

kw大 きくなっているのに対し、郡上部では52 5 kFn>ら50.8飾 と1.7 kFの 成少となっている。こ

れは、県下の小規模製材工場が成少しているのに対し、郡上部は逆に規模の大きい製材工場の減少が

多かったことになる。

また、一工場当りの従業員数は、県平均では、昭和 61年 に 5,3人 となっているのに対し、郡上部

では6.5人 と1.2人上廻っている。

2.8。2製 材品の出荷状況

製材品の用途別出荷量の推移を表-14に 示す。県下の出荷量は昭和57年に 834,000〃であったが、

昭和 61年 に 690,000〃と17.3%の 成少をみた。郡上部は昭和 57年 に39,100〃であったが、昭和61

年には 11.5%成 の34,600プの出荷量となっている。

表- 1 4  用 途 別 製 材品 出荷 量 の 推 移

1.県 下は木材需給報告書   単 位 1,000〃 (ただし ―― りおよじ卜税業員当り,シダ)
2.郡 上郡は都上郡休業統計書 単 位 100〃 (        〃         )

す工場当りの出荷量は、県下では昭和 57年 は857〃であったが、昭和61年 には777〃 と9,3%の

成少をし、生産性が低下してきている。一方、郡上部では 昭和57年 は782〃であつたが、その後あ

まり増成していない。

従業員一人当りの出荷量をみると、昭和61年の郡上部は121プで県平均の 147〃 を18.2%も 下廻

り、一人当 りの生産性が低いことを表わしている。

生産される製材品の種類別の内訳をみると、県下、郡上郡とも建築材が最 も多く、このほか、家具

材、こん包用材等多様な製品が作 られている。

郡上部の建築用材の出荷量は、昭和57年、昭和61年とも全体の50%程 度であり、その傾向はあまり

変化していないが、木箱等こん包材が38%増 加し、家具材等が35.4%威少したことが特徴的である。

なお、建築用材についてみると、県下では製材品出荷量の割合が多いが、郡上郡の出荷量の割合は

少なく、郡内および周辺の建築業者への受注生産、または建築兼業の工場が多いことを反映して、自

社消費型の生産形態を取る工場がほとんどである。

区
分 年

建 築 用 材 弾
設用材 罫稲饗軸

その他 合 計砂瞳
苛 鰻 当
出荷量計 板 類 ひき割 ひき角

県

　

　

下

57 576 126 290 41 7 4 88 55 834 857 156

58 546 147 281 73 5 2 798 889

59 534 124 144 28 759 816 159

525 133 259 65 45 736 818 157

28 58 52 777 147

郡

上

都

57 42 41 98

58 172 35 74 6 4 419

59 38 99 14 49 389 778 118

168 41 4 3 8 4 68 37 355 724 114

171 41 44 8 6 3 62 41 346 786
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2.8。3原 木の入手

郡上郡の製材工場の原木入

手方法は、

① 伐採部門をもった工場は

立木購入

②原木市売市場から購入

⑤素材生産業者から購入

④外材は原木問屋から購入

の4パ ターンになり、各工場

ごとにこれらの方法をいろい

ろ組み合せて入手している。

製材用原木の入荷量の推移

を表-15に示す。郡止郡の原

木入荷量は、昭和 57年 に

表-15 製
財用原木入荷量の推移

:i七掛を電キ;秘『務督i暑骨     : 魯螢尋雷景骨暑現撃揚暑旨啓晶暑暑最2る
の入荷量 も昭和 57年 の

1,201,000〃から昭和 61年には999,000〃と16.8%の 大幅な成少となっている。

入荷される製材用原木の国産、外材別にそのシェアーをみると、国産材は、県下では昭和 57年 に

は603,000〃入荷 し、50%の シェアーを占めていたが、昭和61年 には548,000〃で 54.9%に なり

入荷量は成少しているが、シェアーは若干増加している。また、部上郡における国産財入荷量は、昭

和 57年には37,100〃で 硝 7/aであったが、昭和 63年 には 32,300〃で入荷量は成少し、そのシュ

アーは 60%と なり、県下と同じ増加傾向を示している。
一方、外材の入荷量をみると、郡上部の入荷量は、昭和 57年の 2位100〃から昭和61年 に21,500

〃と1■6%の 減少をしており、同期間における国産財の成少が 12.9%で あるのに比べ外材の成少割

合が大きい。また、総入荷量に占める外材のシェアーは、県下では昭和 57年の 49。8%が 昭和 61年

の 45.1%と 4.7%威 少しているが、郡止郡では昭和57年 41,3%、 昭和 61年 40.0%と ほとんど変

化していなく、シェアーも県下よりほ くなっている。

次に、部上部のスギ材の入荷量を表-16

に示す。スギ財は 昭和 56年には6.115〃    表
-16 郡 上郡の樹種別素材入荷量

〃
入荷され入荷量の9.6%を 占めていたが、

昭和 60年 は■455〃 、14.1%、 昭和61年

は6.855〃 、12.7%と 総入荷量に占める

シェアーは増加してお り、材積でも年々増

加する傾向を示している。このことは、総

入荷量が成少しているなかで、スギ材に対

年 鍵
針 集 樹

ス ギ ヒ ノ キ その他 計

56 68,981 6,115 4,372 6,498 16‐980

52,692 ■455 4,667 5,759 17.881

58,780 6,855 3,776 4,802 15,438

する地元の認識が生 じつつあることを示 し     統 計情報事務所郡上出張所調べ

ている。

2.9 産 直住宅の現状

昭和63年における県下の産直住宅団体は、認定申請中の団体を含め24団体ある。このうち、郡上
地区に3団体、郡上郡以外の地区 (以下他の地区という)に 21団 体あり、それぞれの地区の地元産
材を中心とした住宅を建築しており、木材の重要な需要面を担っている。

区
分 年 総 数

国  産   材 県の内外別
外 材

計 鞠 蜘 県内産 彩 睦

県

　

　

下

57 1,201 603 492 513 598

58 1,145 585 472 498 87

59 1,076 562 455 468 9 4 514

1,040 566 458 108 469 97 474

999 548 452 97 458 451

郡

上

部

5 7 632 871 180 78

5 8 644 376 172 204 7 4 268

580 355 185 170 312 4 3 226

527 330 179 151 197

588 323 154 168 291 32

- 8 2 -



そこで、産直住宅団体とそれぞれの団体から抽出した構成員にアンケート調査を行い、産直住宅の

実態を調べた。

2.9.1産 直住宅の概要

昭和 40年 代始めに最初の産直住宅団体が設立さ

れ、昭和 60年 代に入 り県の産直住宅団体認定制度

の開始 とともに各地で団体の設立が増えており、ほ

とんどの場合それぞれの市町村を単位としている。

こうしたなか、郡上地区の産直住宅団体は 昭和 61

年 1団体、昭和 62年 に 2団体設立した新しい産直

住宅団体である。

産直住宅団体事務局の設置場所を表-17に 示す。

他の地区の事務局で役場または商工会内とするとこ

ろが 8団体、団体独自の事務所または構成員の会社

表-17 団 体事務局の設置場所

とするところが 11団体とはぼ同数であるが、郡上地区の事務局は全て商工会にあり、産直住宅団体

の活動は商工会の一業務として取 り扱われている。

また、団体事務局の職員数は 1人の団体が 68%と 多 く、さらに、産直住宅団体業務以外の仕事が

主体の兼務職員が多く、とくに役場や商工会の兼務職員は、住宅建築についての技術的、専門的知識

や専従時間が不足 しがちであり、建築希望者からの問い合せ等対応に苦慮する場合が多 く、新しい団

体ほどその傾向が強い。

産直住宅団体が法人団体か任意団体かをみると、

他の地区は任意団体が 11団 体、法人および会社が

10団 体とほぼ同数であるが、郡上地区は3団体の

うち2団体が任意団体であり、団体の組織化が遅れ

ている。

表-18に 構成員の業種別内訳を示す。他の地区

は建築業と他業種との兼業者が 49.6%占 めている

が、郡上地区は兼業者 22.7%を 占めるのにすぎず、

建築専業者が 7■3%と 大半を占めている。

構成員間の分業および下請状況を表
-19に 示す。構成員間の分業は他の

地区で 68.8%が 行っているが、郡上

地区は 31.6%と 著しく低い。これに

対し、構成員以外への下請は両地区に

大きな差はないが、他の地区は分業割

合が下謂割合を上廻っているのに対し、

表-19 構 成員間の分業および他への下請状況

郡上地区は下請割合が分業割合を上廻

つており、これは、構成員の業種の差

が一因となっている。

構成員一社当りの従業員数は、両地区とも4人以下のところが 48%前 後を占め、小規模な企業が

多く両地区に差はない。

2,9.2産 直住宅団体の活動内容

両地区とも住宅の斡旋、PR活 動、諸手続の代行を主な活動としている。他の地区では、このほか

に竣工検査等の施工管理、モデルハウスの常設展示等積極的な活動がみられるが、郡上地区ではこう

団体数

設置場所 郡上地区 他の地区 計

商工会肉 3 5 8

役 場 内 3

団体固有 5 5

6

そ の 他 2

計 24

表-18 構 成員の業種別内訳

%

区 分
分   業 下   講

郡上地区 他の地区 郡上地区 他の地区

有 り 68.8 49 1 57.3

無  し 86.8 33.3 18.4 19.8

無回答

計 100.0

%
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表-21産
直住宅の建築部材の特表-20 年 別,県 別の受注件数

上段 :件数,下 段 :%

区  分
郡 上 地 区 他 の 地 区

昭和 61年 昭和 62年 昭和61年 解雪末日62左=

岐 阜 県
165
(70.8)

157
(68.0)

628
)

5 7 3
1 6 1 . 0

愛 知 県
6 3

( 2 7 . 0 )
78

(31.6)
230
(25.2)

４

・

４

３

■

そ の 他
5

(2.2)
1

( 0 . 4 )
５
“

２

・

６

計
233

`16n nゝ
231

(100.0)

４

　

・

９ ‐

１００

989
)

部上地区は8団 体,他 の地区は16団体の回答による。

凶

留

Q
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した活動が行われておらず積極性が乏しい。

2.9。 3産 直住宅の受注状況

団体が受注した件数 を表-20に 示す。郡上地区では、県内からは昭和 61年の 70.8%か ら 62年

には2.8%減 少し 68.0%に なったが、愛知県からの受注は4.6%増 加し 31.6%を 占めた。一方、

他の地区は県内からの受注が■7%成 少し 61.0%に なったものの、愛知県からは7.2%増 加し32.4

%の 受注量であった。

両地区とも県内、愛知県を中心に中京目からの受注が大部分であるが、総受注件数の対前年比をみ

ると、他の地区は 2,7%増 加したが、郡上地区は0.9%成 少 しており、受注対応が十分でないといえ

る。

2.9.4建 築都材の状況

各団体がセールスポイン トとしている住宅建築部%の 特徴を表-21に 示す。両地区ともヒノキ材

の使用をセールスポイントとしている団体が最 も多く、次いで、太い部材の使用をあげている団体が

多い。このほか、スギ材の使用をあげている団体が他の地区にあるが、郡上地区にはない。
一方、建築部材と樹種の関係を表-22に 示す。両地区ともほぼ同様な傾向にあり、ヒノキ材が各

部所で最 も多く使用 され、次いでスギ材が使用されてお り、両地区に大きな差はない。

表-23に 国産材、地元産材、外材等の使用割

合を示す。郡上地区は国産財 39.0%、 地元産材

32.0%、 外材23.3%の 割合であるが、他の地区

は国産財17,9%、 地元産財63.0%、 外材15.7

%の 使用割合である。

部上地区は、地元産財の使用割合が他の地区よ

り31.0%も 低 く、国産財、外材は21.1%、 7.6

%多 い使用割合であり、郡外からの移入材に依存

する割合が多い。

2.9.5サ ービス活動の状況

団体のサービス活動状況を表-24に 示す。両

地区とも大黒柱、床柱等を贈呈している団体が多い。このほか、戸等主要な住宅部材の贈呈や祝金の

贈呈等を中心としたサービス活動や、団体の所在する町村幹部の陳上式への参列、地元町村ヘユーザ
ーを紹待するなど、町村と団体が連係しユーザーと地元を積極的に結びつけるサービス活動を行って

いる団体もある。しかし、郡上地区ではこのような町村と結びついたソフト面のサービス活動は行わ

表-25 ア フターサービスの状況

区 分 郡上地区 他の地区

施 工 後 1 年 間

〃  2 年 間 18`8

〃  3 年 間 15.8

〃  4～ 5年 間 5。3 188

〃  10年 以上 5.3 12.5

期間を決めていない 6.3

ユーザーの連絡 毎 18.7

無 回 答 47.3 12.4

計 100.0 1000

表-23 国 産財,・地元産財,外 材等の使用状況

国産財は地元産材以外の国内産材

表-24 記 念品等のサービス

戸 , 階 段 の 贈 呈

家 具 類 の 贈 呈

祝金の贈呈,値 引

その他 記念品贈呈

町 村 へ の 招 待

陳 上 式 の 実 施
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れていない。

表-25に 構成員による巡回点検や、クレーム処理等のアフターサービスの活動状況を示す。他の

地区は87.6%の 構成員が行っているが、郡上地区は52.7%の 構成員が行っているだけである。

また、サービスの実施期間を決めているのが、郡上地区 31.7%、 他の地区62.6%あ る。このうち、

施工後 3年 間のところが郡上地区21.1%、 他の地区31.3%で あり、 10年 以上のところが郡上地区
5,3%、 他の地区 12.5%あ り、他の地区のアフターサービス活動にくらべ、郡上地区の活動の立遅

れが目立つ。

さらに、こうしたサービスの実施手段、方法等は各構成員の判断で行われており、同一産直住宅団

体内でも構成員の個々の差が生じている。

2.9.6 PR活 動の状況

団体の実施しているPR活 動の状況を表-26に
示す。郡上地区の団体はパンフレットと看板の設

置が主なPR活 動である。他の地区はマスコミを利用したPR、 看板類の設置が主であり、次いでパ

ンフレット、ィベントヘの参加 となっている。特に他の地区は、マスコミの利用度が高 く、新聞やテ
レビの報導後に問い合せが著しく増えることなどマスコミの効果を十分認識して活動している団体が

多い。

また、今後のPR活 動の予定を表-27に
示す。他の地区は71%の 団体が PR活 動の拡大を考えて

いるが、郡上地区では 1団体のみである。さらにその活動内容は、他の地区ではパンフレットの整備
のほかに、マスコミの利用、モデルハウスの設置を中心に積極的な姿勢がみられるが、郡上地区はパ

表-2 6  主 な PR活 動
回

区 分 郡上地区 他の地区

パ ン フ レ ッ ト

マ
ス
コ
ミ
の
剃
用

新 聞 広 告 1

雑 誌 広 告

T V フ ジ オ 7

計 1

ダイレク トメール 3

モデルハ ウス設置 1

イ ベ ン ト 参 加

看
板
類

の
設
置

ポ ス  タ  ー 4

カ レ ン ダ ー

の   ぼ    り 8

広  告  塔 9

計 26

そ の 他 1 2

無 回 答 1

計

表-27 PR活
動の拡大内容

パンフレットの整備

カ タ ロ グ の 整 備

マ ス コ ミの 利 用

看 板 類 の 設 置

モデルハウスの設置

各種イベントヘ参加

表-28 団
体加入によるメリット

%

区 分 郡上地区 他の地区

メ
リ
ツ
ト
有
り

受注量 の増加 15.7 46.9

PR活 動が容易 5.8 14.1

構成員 の連 携 5.3 14.1

新ししげ騨既塗得

信 頼度 の向上

計 26.3 98.7

メ リ ッ ト 無 し 42.1

無 回 答

計 100.0 100.0
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ンフレットの整備を考えているだけで、PR活 動が不十分であると認められる。

2.9.7団 体加入によるメリット

産直住宅団体に加入したことにより構成員が受けたメリットの内容を表-28に 示す。両地区とも

受注量の増加をあげている。このほか、PR活 動が容易になったことゃ、構成員間の連携、新しい見

識の会得やユーザーに対する信頼度の向上など間接的なメリットもあげている。しかし、こうしたメ

リットの有無をみると、他の地区の構成員

の 93.7%が メリット有 うと回答している

が、郡上地区の構成員で有 りと回答したの

は 26.3%と 著しく少ない。

このことは、営業活動の面に表われてお

り、他の地区の 50%の 構成員は、団体と

連係 した営業活動を行っていると回答して

いるが、郡上地区では、連係した営業活動

とする構成員は25%に すぎず、68.7%の

構成員が自社のみの営業活動をしており、

団体に対する依存度、信頼度が低い。

2.9.8構 成長の問題点

各構成員の抱えている問題点を表-29

に示す。両地区とも技術者不足が最 も多く、

次いで産直住宅団体の強化、工期の短縮等

をあげていた。このほか郡上地区では、乾

燥材の使用やPR活 動の充実もあげている

が、特に構成員間の連携強化や総合建築体

制の確立など横のつながりの充実を求めて

いる。

昭和 62年 、63年 の調査の結果から、各段階での問題点をそれぞれ次のように摘出した。

3.1 資 源構成上の問題点

(D ス ギ材のうち11～ 35年生の除間伐対象森休が 72.8%を 占めており、また現在出荷されている

スギ材の 91.2%が 30物未満の小 ・中径木で占めている状況にある。このように、間伐材や小 。中

径木の生産は資源構成を反映し、今後も増加すると予想されるので、その利用開発や需要拡大が強

く求められる。

②  ll～ 35年生のスギ林のうち、気根スギが 35%程 度値栽されていると推定され、これの利用開

発、需要拡大が急務となっている。

③ ス ギの値栽が成少する傾向にあるため、スギ材が量的、質的に安定して継続する体制を整えてお

く必要がある。

3.2経 営上の問題点

(D 長 伐期により大径 材生産を目指す森林所有者が増加しているため、大径材育林体系の確立普及お

よびそれから生産される主間伐材の利用開発が緊急の課題 となっている。

② 作 業効率の向上、安全性の確保および森林施業の合理化を図るため、休道や作業道等林肉路網の

整備を早急に行う必要がある。

表- 2 9 構 成 員 の 問 題 点

住 宅 設 計 の 開 発

プ レ カ ッ ト材 の 使 用

地元に市場,センターの設置

技 術 者 不 足

構成 員 間 の連 携 の強化

総 合 建 築 体 制 の 確 立

建 築 コ ス トの 軽 成 化

工 期 の 短 縮

モルレ ウヽスなどのPRの 充実

産 直 住 宅 団 体 の 強 化

行 政 側 の P R の 強 化
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3.3 流 通 ・加工上の問題点

(D 郡 上地区から産出される木材は、ほとんど托太のままで直接岐阜地区を中心に流通 してお り、郡
上地区内に集荷 し販売するシステムが確立していない。

② 郡 上地区内にスギ材を主体とした製材工場がなく、九太による流通が大半である。このため、加
工は地区外が多く、ブランド化された製品としての 「郡上スギ」がなく、有利な販売ができない。

3。4 産 直住宅の間底隠

Q)郡 上地区の産直住宅団体の活動は、積極的とはいえず、構成員間の連魔もg5く、さらに団体に対

する信頼度 も低いなど共同意識が十分培かわれておらず、団体の体質が59い。

② ス ギ材を始めとする地元産材の使用割合が低い。また、団体、およびその構成員の間でも国産材、

地元産材等の使用割合に差があり、ユーザーに不信感を与えかねない。

③ 施 工管理やアフターサービスの実施は、各団体とも各構成員の判断によってぃるため、個々の差
が生 じユーザーに不信感を与えかねない。

4  ま    と    め

摘出した問題点について、各部門での対応を概括すると次のとおりである。

4.1 山 林所有者、素材生産業者の役割

(1)生 産目標に対応した施業を行うことにより、 「郡上スギ」の質量とも安定した供給体行」を整備 し、

品質の向上を図る必要がある。

② 林 道や作業道の開設等林内路網の整備によって、作業の効率化、安全性の確保を図 り、大型機械
の導入や作業の協業化により、生産コス トの低成を図る必要がある。

③ 菓 枯し材、しぼう丸太、磨丸太等の付加価値のある材の生産や、需要者のニーズに対応したハリ、
ケタ材等の生産のできる体行J作りが必要である。

こ)郡 上地区には広域的な木材集積場がないため、生産された本材は岐阜地区の市場に大半が出荷さ
れ、地元での利用度が低 く密着度 も薄い。そこで、広域的な木材集積場を地元に確保し、積極的に

出荷することで、地元での利用を促進し、同時に、地区外へは計画的な出荷が行える体制を整備す
る必要がある。

4.2 流 通業、製材業、加工業の役割

(1)郡 上地域に広域的な木材集積場を設置 し、これをレとして、集荷販売するシステムを確立するこ
とにより、一定の品質、数量とも十分な品揃えが可能になる。その結果、需要者のエーズに対応し
た有利な販売も可能になり、加えて地元での利用度も高まり、地域経済の振興に寄与することにな
る。したがって、東海北陸自動車道の開設を始めとする道路網の条件整備に配慮 しつつ、木材集積
場の設置を検討する必要がある。

② 郡 上地域のスギを基軸とした産地化を図るため、地元製材工場との直需流通を積極的に推進する
ほか、当該製財工場の基盤を有効に活用しつつ、製材品による産地化を指向した 「郡上スギ」のブ
ランド化を図るため、摺 り込みを行 うなど積極的なPR活 動が重要である。特に、旧来からの製材
意識から、製財品の製造メーカーとしての意識へ変換する必要がある。

③ 住 宅建築部材における乾燥材の需要の高まりに対応し、乾燥施設の導入、運営方法、乾燥技術の

習得等を早急に検討する必要がある。

④ 最 近、住宅建築技術者の高齢化や、若い技術者の不足等の労務問題が頭在化している。加えて、
工期の短縮、建築コス トの縮成等を図るため、近年プレカットエ場が全国的に注目され、年々工場
数が増加してきた。さらに、プレカット加工や機械のコントロールソフトの開発、加工性能の向上
により、プレカット材が建築部門で重要な位置を占めると予想されるので、今後、加工度、受注量、
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諸経費、運営方法等を検討 し、導入について積極的な対応が望まれる。

0 木 材の高付加価値化を目指し、防虫防腐加工、集成材加工、塗装加工、他種材料との複合化、難

燃加工、曲 り狂 りの防止加工等による新しい製品の生産が求められる。

① 樹 種、寸法、強度、品質、数量、価格等各諸条件別に情報を区分し、見本売買できるシステムの

確立等川上と川下を結んだ情報網の整備について検討する必要がある。

④ 今 後大量に生産される間伐材や中目材の需要拡大とともに、生産性を高めるため、製材工程を標

準化したシステムを確立する必要がある。また、大量受注にも対応できる製品を生産するため、規

格の統一化等体制作 りが必要である。

4・3 産 直住宅産業の役割

(1)「 郡上スギ」の産地化は、地元の需要に裏付けられた流通の中で、さらに広域的な需要に対応す

ることで形成される。したがって、産直住宅建築に 「郡上スギ」を積極的に使用し、仕様書等に 「

部上スギ」を明示するなど知名度を広める活動が必要である。

0 団 体事務局は商工会内にあり、自立性、積極性に乏しく、主な活動は住宅建築の受注斡旋である。

産直住宅産業は重要な地場産業であり、しかも、他産業への波及効果が大 きい産業であるので、積

極的で独自性のある体制が求められる。

③ 営 業活動は、パンフレットやロコミ中心であり積極性に欠けている。マスコミを利用したPR活

動、実物の建物に触れ体験できるモデルハウスの設置等積極的にユーザーを開拓する活動が求めら

れる。

④ 国 産材、地元産材の使用割合が、それぞれで異っており、ユーザーに不信感を与えかねないので、

使用割合の統一的な基準や仕様書の整備を早急に行い、ユーザーに内容を明確にすることで、信頼

度を高める必要がある。

⑥ 団 体の行う施工管理、アフターサービスによる性能保証で、ユーザーに安心感や信頼感を与えた

り、町村と協力し地元ヘユーザーを招待することなどにより、ユーザーと地元を結びつけることに

より、次のユーザーの開拓へ繁るソフト面のサービスを積極的に行う必要がある。

0 設 計施工の概要、価格、使用資材、住宅性能、居住性等の情報を、ユーザーの求めに応じ、正確

に、早 く、分 りやすく提供することが求められる。

0 ユ ーザーの要求、新しい工法、技術等の情報を収集し、構成員に提供するとともに連係して、社

会のエーズの変化や、若いユーザーから年輩のユーザーのニーズに幅広 く対応した住宅の企画、開

発、設計を積極的に進める必要がある。

G)異 業種の加入を進め、幅広い知識や技術を取 り込んだ体制作 りを行い、分業体制を整備し、構成

員間の連廃を強化することで、種々の要求に対応できる総合的な組織作 りが求められる。

4.4 行 政機関の役割

(1)ス ギ林資源の成熟期に向い、スギの産地化形成を図るためには、施業の効率化、安全性の確保、

コス トの軽成が最も重視される。

このため、林道や作業路等の林肉路FHBの整備、および、産地化に向けての育林技術指導等の普及

啓 もう活動の積極的展開など、林業経営意欲の向上のための条件整備が重要である。

② 丸 太流通が主体の現況から、地元工場との直需方式への転換を促進する施策を強化する必要があ

る。

③ さ しスギや闇伐%の 需要開発が重視されてお り、そのための複合化、難燃化、寸法安定化、硬度

強化等の高付加価値化の研究開発、新しい素材としての加工技術の研究開発、効率的な抽出技術や

抽出成分の利用開発等が強 く求められており、これに対応した研究体制の整備強化も必要である。

以上、各部門に求められている事項を述べたが、 「郡上スギ」の産地化を図るためには、スギ資源
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を整備 しつつ、地場産業として 「郡上スギ」を地域に定着させる必要があり、生産、流通、加工、消

費に至る一連の体制を整備 してこそ 「郡上スギ」の産地化が可能になる。

また、そのためには、行政機関、試験研究機関はもとより、地元林業者、素財生産業者、製材業者、

加工業者、流通業者、建築関係業者の各界が、それぞれの立場での役割を果しながら有機的に結びつ

き、郡上地域として連体し、幅広い活動によってこそ 「郡上スギ」の産地化への道が開ける。
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